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項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆

項目名

■ □ □

実績

評価者

マチごとエコタウン推進課長
吉田美由紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

マチごとエコタウン推進課長
吉田美由紀

会年職
員等

0人

会年職
員等

0.2人

会年職
員等

低圧公共施設182件
で電力受給開始

18,051千円 ①高圧公共施設105件、低圧公
共施設265件で環境にやさしい
電力の調達を推進した。

②ソーラーシェアリングにおけ
る市民団体や業界団体の視察
対応を積極的に実施した。

③本庁舎、市民医療センター、
上下水道局庁舎に加え、保健
センター、まちづくりセンター、こ
どもと福祉の未来館において、
「RE100の日」を実施。

R4目標

会年職
員等

低圧公共施設180件
で電力受給開始

40.1MW
R3正規職員
人件費

0人

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 65,045千円

R2目標

H30～ 21,227千円

R3目標

41.3MW

　市が率先して環境にやさしい電力を利用するなど、
再生可能エネルギーの普及推進を図ることにより、
市域における温室効果ガス排出量の削減につなげて
いくものである。
【主な取組】
・メガソーラー所沢、フロートソーラー所沢の運営
・小中学校屋根貸し太陽光発電事業
・公共施設における環境にやさしい電力の利用推進
・再生可能エネルギーの普及推進
平成30年度調査結果を踏まえ、ソーラーシェアリング
等の取組を後押し。
・所沢版RE100の取組み
毎月特定の1日を「RE100の日」とし、その日の使用電
力を再生可能エネルギー100％にすることで、再生可
能エネルギーの普及啓発を図る。

再生可能エネルギーの普及推進の中でも再生
可能エネルギー設備の普及推進は脱炭素社会
の構築に向けた最も重要な取組みの一つである
ため、所沢市マチごとエコタウン推進計画の目標
指標ともなっている、設備の総出力を指標とす
る。

R3年度に改善した点

R2実績
R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

64,713千円

目標設定の考え方・根拠

64,551千円

市域における再生可能エネルギー設備の総出力

※令和２年度までは、市域における再生可能エ
ネルギーの普及推進を目的としていることから、
㈱ところざわ未来電力からの電力受給施設数（公
共施設）を指標としていた。

R3実績

(株)ところざわ未来電力と連携し、新たに
「ライオンズでんき」メニューを設け、市民
等の環境にやさしい電力の利用を促進し
た。

マチ
ごと
エコ
タウ
ン推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

市内の太陽光発電設備の更なる普及及び
環境にやさしい電力の利用促進を図るた
め、新たに0円太陽光推進補助事業や(株)
ところざわ未来電力と連携した市民・事業
者への啓発を進めていく。

R2正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

40.5MW（12月末時
点）

A

市域の再エネ設備の総出力が12
月末時点のデータにおいても成果
目標を達成している。
公共施設の環境にやさしい電力調
達についても㈱ところざわ未来電
力から再エネ率の高い電力供給を
受けることでエネルギーの地産地
消の推進を図った。契約施設数で
は、高圧公共施設が105件、低圧
公共施設が265件となっている。
「RE100の日」については、昨年度
に引き続き、本庁舎、上下水道局
庁舎、医療センター、保健セン
ター、まちづくりセンター、こどもと
福祉の未来館において実施し、市
民等への再エネ利用の普及啓発
効果を高めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

今後は、次世代自動車の導入を目指すが
車両選択、駐車場所、充電施設等での課
題が多い。

98.5%

目標達成済98.0% 98.5%

97.8%

①4台

②136台

③98.5％

R3目標 R3実績

低公害車導入率

R2実績

指標名

R3目標値が未達成の理由・分析

特になし。

98.0%

R3年度に改善した点

A

R4目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

公用車の低公害車への入替えが100％となるまでは、
新車の更新を定期的に行うことが必要である。

目標設定の考え方・根拠

H13～

期間 0.68 人

低公害車導入事業

予算の範囲内で効率的に低公害
車の導入を進めた。R2その他職員

従事割合

①導入台数

②導入実績

③導入率

優先

R2決算額

7,473千円

管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

5,718千円

自治事務 法定受託事務

R2正規職員
人件費

R2予算現額

所沢市自動車管理規定、環境マネージメントシステム、埼
玉県地球温暖化対策推進条例

法定受託＋附加

指標名

65,000千円

0千円

R2目標

7,473千円

本事業を実施することによるCO2排出削減推定
量

0千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

根拠法令

5,426千円

良好な環境を将来の世代に引き継ぐことを目的として
いる埼玉県地球温暖化対策推進条例に基づき、大
気汚染防止の観点から低公害車の導入を進めてい
る。

計画
コード

一
般

法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

411

市内の排出量半数以上を占める家庭と事
業者の二酸化炭素の削減に効果的である
ことから、引き続き社会情勢や市場価格を
鑑みながら、より効果的な実施方法を工夫
しながら進めていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

事務事業名称
所属
名称

経費

R4目標

【目的】所沢市マチごとエコタウン推進計画に基づき、
再生可能エネルギー利用設備や省エネルギー設備
等を導入する市民及び事業者等に対して、予算の範
囲内で、経費の一部を補助し、市域における再生可
能エネルギーの導入及びエネルギーの効率的な利
用をより一層推進する。
【内容】
①家庭用（エコリフォーム、創エネ・蓄エネ機器導入）
②事業者用
③自治会・管理組合用

事業の種別

法定受託事務

412

根拠法令

A

目標設定の考え方・根拠

-

指標名

再生可能エネル
ギー普及推進事業

①電力調達方針に基づき公共
施設における環境にやさしい電
力の利用推進

②市域における再エネ普及推
進

③所沢版RE100の推進

住宅のスマートハウス化を推進することで、市域から
の二酸化炭素排出量を削減できるため、左記項目を
指標とする。

成果

11,491千円

マチ
ごと
エコ
タウ
ン推
進課

-

実施計画ランク

-

1.52 人

65,000千円

自治事務

578ｔ-CO2

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

事業の目的及び具体的な内容

524ｔ-CO2

活動実績(R3)投入コスト
会
計

R2目標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

７．エネル
ギーをみん
なにそしてク

リーンに

環境にやさしい低公害車に
ついて、高い導入率を維持
している。

７．エネルギー
をみんなにそ
してクリーンに

R3実績

現状の課題

①家庭用補助金交付

②事業用補助金交付

③自治会・管理組合用補助金
交付

R3目標値が未達成の理由・分析

成果指標

R2実績

R3年度に改善した点

R3目標

・市場価格の下落により安価で購入可能と
なったため、LED改修補助の廃止（自治会・
管理組合用）
・コロナ禍で困窮する中小事業者に省エネ
改修を促すことで、事業者支援と二酸化炭
素削減の2つの効果を狙うため、中小企業
向け省エネ改修メニューを追加
・再生可能エネルギー普及利用の促進を
図るため、再生可能エネルギーの利用割
合が大きく環境負荷の少ない電力を利用し
ている申請者への加算措置を新設

市域からの二酸化炭素排出削減に
係る目標を達成しているため。

増加

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

①805件

②15件

③1件

増加

R2予算現額

増加

63,736千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

411
スマートハウス化推
進補助事業

期間

Ｈ31～

期間

最優先

１３．気候変
動に具体的
な対策を

どのように貢献したか

再エネ率が高く、二酸化炭
素排出係数の低い(株)とこ
ろざわ未来電力から電力を
調達することで、市の施設
から排出される二酸化炭素
を大幅に削減した。

スマートハウス化を推進し
たことにより、CO2削減を達
成し、脱炭素社会に貢献で
きた。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１３．気候変
動に具体的
な対策を

どのように貢献したか

どのように貢献したか

７．エネルギー
をみんなにそ
してクリーンに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.70 人
会年職
員等

0人

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2決算額

64,617千円

1.44 人

12,415千円

R2予算現額 R2決算額

64,767千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

0.2人

R3その他職員
従事割合

2.21 人

2.66 人

会年職
員等

0人
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事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

計画
コード

事務事業名称
所属
名称

経費 成果

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

活動実績(R3)投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

現状の課題成果指標

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路建設課長　岡村　章一

0人
期間 0.02 人 R4目標

Ｈ３０～ 160千円

会年職
員等

どのように貢献したか

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

70.0% 73.7% 利用者の利便性を図り、Ｃ
Ｏ２排出量の削減及び光熱
費等維持管理の縮減に貢
献した。70.0%

①16,881,304円

②20,756,506円

③

R3目標 R3実績

412

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク

今後もCO2排出量の削減及び光熱費等維
持管理の縮減を図っていく。

所沢市民体育館、地区体育館の照明として水銀灯が
使用されていたが、LED化することで照度を上げ、利
用者の利便性を図ると共にCO₂排出量の削減及び光
熱費等維持管理の縮減を図った。

0.01 人 70.0% 60.0%

4月から7月まで市民体育館が新型コロナウイル
ス感染症ワクチンの集団接種会場となったこと
で、照明や冷房の使用時間が長くなったこと、猛
暑の影響が考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

82千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2目標 R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析
S

LED化したことで照度が上がり、市
民が安全にスポーツを楽しめる環
境整備と同時に省電力化による環
境配慮を促進した。

指標名 目標設定の考え方・根拠

会年職
員等

0人

R3決算額（見込み）

スポーツ基本法、所沢市体育施設設置及び管理条例 6,312千円 6,312千円

根拠法令 R3予算現額

事業の目的及び具体的な内容

７．エネルギー
をみんなにそ
してクリーンに重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,312千円 6,312千円 ①市民体育館R2年度年間電気

料

②市民体育館R3年度年間電気
料

③

電気料削減比率
（当年電気料÷工事前年電気料×100）
市民体育館30年度年間電気料28,145,180円

R3年度に改善した点

照明灯をLED化することで、電気料は50％以上
の削減が見込めるところではあるが、設置個所
のみの電気料が算出できず、館（市民体育館と
総合運動場）全体となってしまうため、そのことを
考慮し、70％とした。

不必要な電気を使用しないように、こまめ
にスイッチを切る等を徹底した。

目標設定の考え方・根拠

橋りょうの築造にあたり、各年度で計画した業務
がどれくらい達成できたかで評価する。

B
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3目標値が未達成の理由・分析

事業の種別

一
般

R2予算現額

所沢市民体育館等
ＬＥＤ化整備事業

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

期間

埼玉県、清瀬市と共同で行う橋りょう改築と合わ
せて接続する周辺道路整備に係る工事計画に対
する達成率。

87.5%

R3実績R3目標

橋りょう改築を共同で進める埼玉県及び清
瀬市と綿密に協議するとともに調整を図
り、工事を滞りなく進めていく。

H30～Ｒ7 12,688千円

12,987千円

会年職
員等

所沢市総合治水対
策事業（清柳橋改築
事業）

①清柳橋上部工事（継続費）

②市道2-4号線交差点改良工
事

③市道1－900号線用地取得 R2実績

1.59 人

0人

特になし。

100.0%

市道1-900号線の道路改良工事に伴う取得予定
用地の物件について、移転先が決まらず、収用
対象となる建築物の撤去ができなかったことか
ら、用地取得が年度内に完了出来なかった。

68.3%

①令和3年6月30日着工
    令和4年12月竣工予定

②令和4年3月10日完了

③558.07㎡

R4目標

100.0%

R2目標

100.0%

413
道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別 指標名

一
般

R3正規職員
人件費

R3決算額（見込み）根拠法令

　本市を流域に持つ柳瀬川については、埼玉県が河川整
備を進めている。しかし、東川との合流点前後区間は、所
沢市と清瀬市が管理者である清柳橋が妨げとなり、これま
で進めてきた柳瀬川と東川の河川整備の効果が十分に発
揮できない状況である。
　このため、今後の浸水被害の軽減を図るために、道路管
理者である所沢市と清瀬市及び河川管理者である埼玉県
とともに当該橋りょうの改築を進めるとともに、接続する市
道1－900号線の道路改良工事に取り組むものである。

道路法、河川法、土地収用法 378,763千円

R2正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

収用対象の移転先が決まらず、年
度内に用地取得が完了しなかった
ため、目標に至らなかった。

R3年度に改善した点 １３．気候変
動に具体的
な対策を

どのように貢献したか

浸水被害の軽減を図り、気
候関連災害や自然災害に
対する強靱性及び適応の
能力を強化することを図っ
た。

R2決算額

R2予算現額 R2決算額

131,472千円

R3予算現額

236,866千円

R3その他職員
従事割合

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

1.59 人

0人

142,290千円
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事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

計画
コード

事務事業名称
所属
名称

経費 成果

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

活動実績(R3)投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

現状の課題成果指標

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　池田　淳

みどりのカーテンコンテスト
を通じて、緑の創出と意識
醸成に寄与した。

-

みどりのふれあいウォークについ
ては、参加者の健康と安心の確保
を最優先に、まん延防止等重点措
置期間の開催は３密を伴うと判断
し、共同開催者との協議のうえ中
止とした。

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市緑の基金
条例

2,752千円

４．質の高い
教育をみん

なに

３．すべての
人に健康と

福祉を

１５．陸の豊
かさも守ろう

どのように貢献したか

実施計画ランク 事業の種別

一
般

本市のブランドである豊かなみどりの保全に対する
市民の理解と意識の向上を図るため、「みどりのふれ
あいウォーク」を開催する。また、イベントの際に緑の
募金運動を実施し、参加者から寄附金を募る。さら
に、夏場の省エネの推進に向け「みどりのカーテン」
を市民に広く実施してもらうため、朝顔とゴーヤの種
子袋を配布するとともに、みどりのカーテンコンテスト
を開催する。

1.70 人

H18～

重要 自治事務 ふるさとみどりの啓発事業の中で、最も大きく、又、市
内住民のみならず、近隣市民も参加する一大イベント
となっているため、参加人数を指標とする。なお、令和
元年度以降は、実情に即し毎年2,000人を目標とする
こととした。

R2実績

R3決算額（見込み）

R2予算現額 R2決算額 指標名

R3予算現額

1,374千円

R2正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

ふるさとのみどり啓
発事業

法定受託＋附加

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

0会年職
員等

13,886千円

2,503千円法定受託事務 4,006千円 ①みどりのカーテンコンテスト応
募数

②啓発用種子袋の配布数

③みどりのふれあいウォーク参
加人数

みどりのふれあいウォーク参加人数

0人

次年度以降のみどりのふれあいウォーク
開催に向け、イベント開催時の集合・ス
タート等の参加者の集まりやすい状況につ
いて、3密を回避する方策の検討を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

令和４年度のウォーク開催に向け、共同開
催者をはじめ関連団体と協議しながら、コ
ロナ下における開催是非について検討して
いく必要がある。

R2目標
R2その他職員
従事割合

2000

新型コロナウイルス感染症に係るまん延防止等
重点措置実施期間中であったためイベント開催
は中止とした。

R3目標値が未達成の理由・分析

2000 0

R4目標

14,125千円

会年職
員等

0人

①30件

②8,000袋

③0

R3目標 R3実績

2000

R3その他職員
従事割合

目標達成済

R2目標

7,342千円

7,351千円
①4回

②59団体

③4,314千円

会年職
員等

R3年度に改善した点

422
みど
り自
然課

0.90 人

R4目標

R3目標

R2決算額

4,472千円

R2その他職員
従事割合みどりのパートナー

活動推進事業

6,473千円

R2正規職員
人件費

5,046千円

所沢市みどりのパートナー活動実施要綱、所沢市みどりの
パートナー活動支援事業補助金交付要綱

期間 1.77 人

根拠法令 ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例

R3正規職員
人件費

422

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

R3年度に改善した点

①講座の開催回数

②パートナー登録団体数

③みどりのパートナー活動補助
金

みどりのパートナー登録者数
みどりのパートナー登録者の増加が、みどりの保全及
び創出につながることから、登録者数を指標とする。

R3予算現額 R3決算額（見込み） 新型コロナウイルス感染防止対策として、
講師・受講者の体調確認や手指の消毒等
を実施した上で、事業を実施した。

R2実績

どのように貢献したか

講座を通じた環境教育の
実施、官民のパートナー
シップによるみどりの保全
と創出を通じた自然環境の
確保を行った。

４．質の高い
教育をみん

なに

１５．陸の豊
かさも守ろう

指標名 目標設定の考え方・根拠

S

目標は達成している。
パートナーの基礎的知識や技術を
高めるため、平成２７～２９年度に
かけて初級・中級・里山管理指導
員派遣の講座を開催してきた。
受講者から高評価をいただいてお
り、未受講者を対象に、令和3年度
からは3巡目となる初級講座を開催
し、令和4年度は中級講座の実施
予定となる。R3実績

1400 1500

1405

R3目標値が未達成の理由・分析みど
り自
然課

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

実施計画ランク 事業の種別

H24～

事業の目的及び具体的な内容

本市のみどりをより豊かにする市民活動を推進する
ため、みどりの保全及び緑化の推進に関して自発的
かつ実践的な活動を行う個人又は団体を「みどりの
パートナー」として登録し、このパートナーに対して情
報の提供や緑化資材の助成等、育成・支援等を行
う。

期間 0.92 人
会年職
員等

0人

9,416千円

1.18 人

9,802千円

R3正規職員
人件費

R2正規職員
人件費

一
般

①2回

②3回

R2その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

104千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

425千円

1.20 人

R4目標

2

6 8

目標設定の考え方・根拠

目標は達成している。
引き続き、みどりの基本計画の方
針に基づき、地権者の理解を得な
がら地域制緑地の指定、及び拡大
を推進する。加えて、新規の指定
対象についても検討していく。
また、みどりの審議会において、み
どりの基本計画に基づく施策や事
業の進捗管理を行うことにより、み
どりの保全や創出に係る施策や事
業の推進、展開を図る。

目標達成済

0人

会年職
員等

0人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

登録者数の目標は達成はしているものの、
既に受講済みの方々の高齢化が進んでお
り、活動の継続が困難な団体も出てきてい
る。今後の講習では、世代交代に関する
テーマも取り上げ、参加者の認識を促して
いく。1410

1501

9

地域制緑地の指定件数（指定の拡大も含む）

R2目標

283千円

R3目標値が未達成の理由・分析

指標名

①みどりの審議会の開催回数

②ゼネラルマネジャー幹事会の
開催回数

0人

6,240千円

R2予算現額

新型コロナウィルスの感染を防ぎながら
も、みどりの基本計画の進捗管理を実施す
るため、みどりの審議会を書面形式にて開
催した。

R3年度に改善した点

みどりの保全には、土地所有者の協力のもと、土地利
用に一定の制限を加える地域制緑地の指定が効果的
なことから、指定件数を指標とした。

どのように貢献したか

緑地の保全、創出を通じ
て、　自然環境や気候変動
への貢献、良好な住環境
の創出を行った。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１５．陸の豊
かさも守ろう

H21～

法定受託＋附加

都市緑地法、生物多様性基本法、ふるさと所沢のみどりを
守り育てる条例

みどりの基本計画
推進事業

事業の目的及び具体的な内容 一
般

実施計画ランク 事業の種別

根拠法令

自治事務 法定受託事務

期間

優先

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

423
みど
り自
然課

「所沢市みどりの審議会」において、みどりの基本計
画に基づく施策や事業の進行管理を行うことにより、
みどりの保全や創出に係る事業の推進を図る。

みどりの基本計画の方針を踏まえながら、
地域制緑地の新たな候補地について検討
を進めていく。

S

5

155千円

R3その他職員
従事割合

R2実績

R3目標 R3実績

会年職
員等

R3目標値が未達成の理由・分析

会年職
員等

0人

72,267千円

R2予算現額 R2決算額

37ha

R3実績
①20.56ha

②20.15ha

③0ha
18,593千円

R3決算額（見込み）

86,657千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１３．気候変
動に具体的
な対策を

どのように貢献したか

R3その他職員
従事割合

保全指定地の管理には、剪定作業や枯損
木等の伐採作業が必要不可欠であること
から、増加し続ける管理地の維持のため、
適切な予算額の確保と造園会社の育成に
努めていくものとする。

１５．陸の豊
かさも守ろう

R2目標 R2実績

37ha 緑地の管理・整備を通じ
て、地球温暖化防止等の
森林の公益的機能の発揮
に寄与した。

R4目標

①業者委託による剪定・伐採等
の管理
②みどりのパートナーによる除
草・清掃等の管理
③市民参加による保全管理作
業

37ha

S

管理の必要な保全指定地は毎年
増加しているものの、特に緊急性
の高い箇所から順番に管理を実施
するなど、効率的な保全管理を図
ることで目標を達成することができ
た。40.25ha

R3年度に改善した点

管理作業実施面積
業者委託による剪定・伐採等の管理面積＋みどりの
パートナーによる除草・清掃等の管理面積＋市民参加
による保全緑地管理作業面積を指標とする。

樹林地内でナラ枯れが拡大するおそれが
あったことから、ナラ枯れ木を発見した際
の対応を造園会社と共有し、早急に手を打
つことができた。

目標設定の考え方・根拠

目標達成済

R3目標

40.71ha

指標名

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

73,245千円自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H6～

地域制緑地を指定した緑地（市民の森等）や、市の買
い入れや寄附によって取得した緑地の自然環境や植
生、景観を将来に引き継ぐため、高木の剪定、不良
木の伐採、除草等、適切な維持管理を行う。また、市
民が安全にみどりと触れ合う場を提供するため、市
民に公開している緑地の園内柵や外周柵の修繕等
を行う。

期間

19,603千円

2.33 人

R3予算現額

423
みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

91,818千円

事業の目的及び具体的な内容

2.40 人

R3正規職員
人件費

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市市民の森
設置要綱、所沢市市民緑地設置要綱

緑地管理整備推進
事業

根拠法令

重要

76/142



事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

計画
コード

事務事業名称
所属
名称

経費 成果

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

活動実績(R3)投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

現状の課題成果指標

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　池田　淳

R3正規職員
人件費

会年職
員等

R2決算額

588千円

R3決算額（見込み）

839千円

0.75 人

R3予算現額

R3目標

園庭の芝生化により、ヒー
トアイランド現象の緩和と
住みやすいまちづくりに貢
献した。

会年職
員等

0人
どのように貢献したかR3実績

A

目標は達成している。
令和４年度は、保育園園庭におけ
る芝生の維持管理方法について、
検証を重ねる予定となる。

目標設定の考え方・根拠

１３．気候変
動に具体的
な対策を

R2予算現額

R3目標値が未達成の理由・分析

①芝生化実施園数

目標達成済

160㎡ 139㎡

１１．住み続
けられるまち

づくりを優先

芝生の適切な維持管理には専門的な技
術、知見が必要となるため、保育園園庭に
おける芝生の維持管理方法について、今
後、検証を重ねる予定となる。

377㎡

R3年度に改善した点

芝生を維持管理するための取り組みとし
て、必要に応じて、給水設備を設置した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2目標

自治事務

423
みど
り自
然課

根拠法令

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例 855千円

事業の目的及び具体的な内容

まちなかのみどりを創出することを目的としていること
から、芝生化した面積を指標とする。なお令和4年度か
らは維持管理方法の検証を重ねることを目的に、芝生
の適切な管理を実施した面積を目標とする。

指標名

R4目標

R3決算額（見込み）

63㎡

0人

45

R3その他職員
従事割合

50㎡
①1園

法定受託事務 法定受託＋附加 630千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

芝生化実施面積
（令和4年度以降は管理実施面積）

R2実績

H30～

期間 0.78 人

6,126千円公共施設を率先して緑化し、暑さ抑制を図ると共に、
「まちなかのみどり」を積極的に創出していくため、子
どもたちが多くの時間を過ごしている園庭・校庭の一
部を芝生化するものである。

グリーンカーペット
促進事業

6,224千円

R3正規職員
人件費

会年職
員等

0人

R2実績
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

①球根配布数
球根配布施設数

159千円

165千円

46

149千円

会年職
員等

みどりのまちなみ景観の創
出を通じて、愛着の持て
る、すみつづけたいと感じ
られるまちづくりに寄与し
た。

R3年度に改善した点

みどりの街並み創
出事業

根拠法令

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例

指標名

R2目標

156千円

R2決算額

0人

みどりのまちなみ景観の創出のため、市内各所の施
設に球根を配布しており、配布先の施設数を指標とし
ている。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

目標設定の考え方・根拠

球根配布施設に対し、事前にヒアリングを
行い配布数を確認したことで、各施設の状
況に応じた配布を行うことができた。球根
の総数は、前年と同数を配布出来た。

423
みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R3予算現額

R2予算現額

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

従来よりも、ヒアリングを前倒しして実施
し、必要に応じて、施設と情報交換をするこ
とで、植栽箇所数の減少防止に努めたい。

46 45

R3目標値が未達成の理由・分析

R3実績

B

配布施設数の目標は概ね達成で
きた。また、球根の配布総数は、前
年と同数を配布出来た。

H11～ 5,187千円

①3,000個

R3目標

46

R3その他職員
従事割合

公共公益施設を緑化し、街中のみどりを創出するた
め、公共施設に球根を配布し、施設管理者や利用者
の協働による施設緑化を進めるとともに、緑化の関
心を高める。

8,168千円

1.00 人

期間 R4目標

一施設において、植栽場所の確保が出来ず、球
根配布・植栽ができなかったため。

R2決算額

42,660千円

R3決算額（見込み）

67,275千円

目標設定の考え方・根拠

95.97ha会年職
員等

１５．陸の豊
かさも守ろう

96.30ha①4,202㎡

②10,506㎡

R3目標
0人

会年職
員等

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１３．気候変
動に具体的
な対策を

緑地保全制度の指定や公
有地化により、自然環境の
維持や気候変動の抑制、
良好な住環境の創出に貢
献できた。

R2その他職員
従事割合 S

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

緑地売却希望が増加傾向にあり、それに
伴い購入費や維持管理費も増加するた
め、予算拡大が必要となる。

最優先 43,631千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

12,660千円

自治事務

期間

R2予算現額

R2正規職員
人件費

11,810千円

事業の目的及び具体的な内容

法定受託事務 法定受託＋附加

都市緑地法、ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、ふる
さと所沢の緑地の寄附に関する要綱

68,030千円

根拠法令

1.48 人

R3予算現額

里山保全地域等指
定整備事業

市内に残された貴重な緑地を保全し未来のこどもた
ちにふるさと所沢のみどりを継承するため、緑地保全
制度の指定を行うとともに、適切に管理するための方
針となる保全管理計画を策定する。また、相続や開
発等により消失の恐れがある緑地について、土地の
取得（寄附受入を含む）により、公有地化を行う。

保全配慮地区における地域制緑地の指定面積①植生調査

②みどりの公有地化

目標達成済85ha

1.55 人

R3目標値が未達成の理由・分析

90ha

指定面積（平成22年度からの累積（平成29年時点累
積55ha）とし、令和10年度までに110haを目指すもので
ある。）

緑地購入事務において、関係行政機関（関
東信越国税局、埼玉県及び庁内関係課）と
連携し事務を進めた。

R2目標 R2実績

R4目標

目標は達成している。
引き続き、豊かなみどりを守り育
て、未来の子どもたちに継承してい
くため、緑地保全制度の指定、及
び公有地化によるみどりの保全の
取り組みを進める。

80ha

指標名

R3実績

423

R3年度に改善した点

0人

R2決算額

2,381千円

ふるさとの樹の指定本数

R3年度に改善した点

本事業中、最も希少価値の高い、ふるさとの樹の本数
を指標とした。

R3予算現額

目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

市街地にある、指定が掛かっていない樹木
の調査を行い、保存樹木制度について更
なる周知を図り、新規発掘に努める。

市に業者登録のある造園業者に対し、保
存樹木等の所有者へ支援事業制度の周
知を依頼した。

R3正規職員
人件費

事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容

6,534千円

R2予算現額

R2正規職員
人件費

どのように貢献したか

保存樹木等の指定を通じ
て、まちの景観の向上や生
物の生息環境の維持につ
ながった。

１５．陸の豊
かさも守ろう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

保存樹木等指定促
進事業

3,469千円

自治事務 法定受託事務優先

根拠法令

実施計画ランク 指標名

C

補助金制度は、所有者から一定の
評価は得ているが、管理には補助
対象外の経費も伴う。このため管
理に伴う所有者負担が大きいこと
などから、指定登録予定数に至ら
ないばかりでなく、登録が解除さ
れ、伐採される場合がある。

R3目標値が未達成の理由・分析R2目標 R2実績

①4件

②0件

③1件

0人

適用範囲（市街化区域及びその周辺区域）が狭
く、対象となる樹木が限られ、新規登録が難し
い。また、現在指定されている樹木も、所有者の
高齢化等により維持管理が困難なものがある。

R3目標

50

H27～ 6,623千円

423
みど
り自
然課 30

30

50

法定受託＋附加 3,572千円

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市保存樹木
等支援事業補助金交付要綱

0.83 人

市街地やその周辺のみどりの永続的な保全を図るた
め、保存樹木等に対する損害賠償責任保険への加
入や保全管理費用の助成による所有者への支援を
行う。また、保存樹木等の指定制度について市民に
周知し、新たな保存樹木等の指定を行うとともに、市
民の保存樹木等の保全に対する関心を高める。

0.80 人

会年職
員等

0人

R3決算額（見込み）

749千円

会年職
員等

R3その他職員
従事割合

0.65 人

①保存樹木管理の補助件数

②保存樹林管理の補助件数

③ふるさとの樹管理の補助件
数R2その他職員

従事割合

50

R3実績

R4目標期間

H24～
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事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

計画
コード

事務事業名称
所属
名称

経費 成果

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

活動実績(R3)投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

現状の課題成果指標

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

公園課長　市村　浩昭

指標名R2予算現額 R2決算額

R3予算現額

0千円

627千円

コロナ状況下においても進捗を滞らせない
よう、みどりトコトコ・プロジェクト会議につい
て書面形式による開催とし、関係課と情報
共有を図った。

目標達成済

みどりトコトコ・プロジェクト（関連事業）数

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

60事業

4,084千円

１１．住み続
けられるまち

づくりを

S

0千円

R3決算額（見込み）

R2その他職員
従事割合

R3年度に改善した点

水とみどりがつくるネットワーク計画は、関係課
等が横断的な取り組みを行うことで、ネットワーク
構築の実現を目指すものであることから、進捗管
理を行うみどりトコトコ・プロジェクト（関連事業）
数を指標とする。

目標設定の考え方・根拠

R4目標

１４．海の豊
かさを守ろう

３．すべての
人に健康と

福祉を

１３．気候変
動に具体的
な対策を

627千円

423
みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

短期事業（1～2年内の実施事業）があるた
め、関連事業は年々減少していく。このた
め、新規事業の中から計画に密接に関連
する事業を分かりやすく吸い上げる手法を
構築する必要がある。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3目標値が未達成の理由・分析R2実績

1 1

会年職
員等

R3実績

目標は達成している。
関係事業の進捗管理を行うため、
引き続き、みどりトコトコ・プロジェク
ト会議を定期開催し、関係各課から
意見を聴取し、事業間の連携強化
に努める。

0人

１５．陸の豊
かさも守ろう87事業

①15課

②1回

③3事業

R3目標

①関係課数

②庁内会議開催回数

③当該年度に完了した関連事
業

R2目標

60事業

一
般

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

水とみどりがつくるネットワーク計画は、水やみどりと
まちのにぎわいや魅力を結ぶ散策路を設定し「人を
中心にしたまちづくり」の実現を目指すものとなる。関
連事業を相互に連携させ、進捗確認を行いながら、
狭山丘陵と中心市街地、ところざわサクラタウンなど
の拠点の連動性を意識した、散策路整備や魅力発信
を推進する。

どのように貢献したか

60事業 89事業 関係事業の進捗を共有し、
自然環境への意識の醸成
やまちの活性化に寄与し
た。

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

3,990千円

会年職
員等

0人

水とみどりがつくる
ネットワーク計画推
進事業

重要

所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略、所沢市みど
りの基本計画、所沢市水とみどりがつくるネットワー
ク計画

根拠法令

0人

期間

R2～

0.50 人

R3正規職員
人件費

0千円

R3その他職員
従事割合

0.50 人

423
みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2予算現額

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 ―

R3年度新規事業につき、特になし

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析R2目標

R3年度に改善した点

根拠法令

１１．住み続
けられるまち

づくりを

R3予算現額 R3決算額（見込み）

5,200千円 4,367千円

S

目標は達成している。
事業用地の調査・検討から設計、
整備まで多種の事務を経る必要が
あるため、年間を通じて綿密なスケ
ジュール管理を行い、目標を達成
することができた。

―

①実のなる木の導入

②雨水浸透施設の設置

①1本

②1箇所

R2実績

0.38ha

―

１５．陸の豊
かさも守ろう

引き続き、取りこぼしのないようスケジュー
ル管理を徹底し、年に1箇所の整備を目指
していく。

どのように貢献したか

みどりの貴重なまちなかに
おいて、生物の生息・生育
空間の担保と憩いの場を
創出した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

１３．気候変
動に具体的
な対策を

0.55 人

R3～ 4,389千円 1

期間 R4目標

まちなかの低未利用地について、市民の憩いの場を
整備するとともに、みどりの貴重なまちなかでの動植
物の生息、生育地を創出するものである。また、整備
により無秩序な開発の抑制、良好なまちなみ景観や
生活環境の形成、生物多様性への貢献、ヒートアイ
ランド現象等の環境負荷の低減、雨水流出の抑制等
が期待できるものである。

0.00 人 ―

R2決算額 目標設定の考え方・根拠

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

指標名

整備箇所数

―

目標達成済

R3～ 6,384千円 0.35ha

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.35ha

上山口堀口天満天神社周辺里山保全地域内に残さ
れている貴重な水田を保全し、良好な都市環境の維
持と多様な生物の生息・生育空間の確保を図るとと
もに、豊かな里山の景観を引き継いでいくことを目的
とするものである。 0.80 人 R4目標

0.00 人

R3目標 R3実績
0人

会年職
員等

0人

一
般

里山景観の保全によるまち
なみづくりや、水辺環境の
保全による気候緩和や生
物の生息空間を創出した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0千円

水田耕作には専門的な技術や経験が必要
であり、研究を続けるとともに、管理を通じ
て経験を蓄えていく必要がある。

どのように貢献したか

１５．陸の豊
かさも守ろう

①1回

②1回

会年職
員等

目標達成済

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市みど
りの基本計画

14,237千円 13,333千円

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2目標

目標は達成している。
水田耕作には地元・関係団体との
協働が欠かせないことから、引き続
き協力をあおぎながら取り組みを
進めていく。

貸借契約、公有地化により水田を保全・担保した
面積

所沢市みどりの基本計画、所沢市マチごとエコタウン
推進計画

法定受託＋附加

実施計画ランク 事業の種別

R3年度新規事業につき、特になし

法定受託事務

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

地元・関係団体との協働により実施可能な耕作範囲に
ついて、市で地権者より借り受け、ないし公有地化に
より保全・担保した面積を目標とする。

最優先 自治事務 ― ―

①田植え作業実施

②稲刈り作業実施

水田景観保全事業

根拠法令

指標名 目標設定の考え方・根拠

S

―

R3目標 R3実績

事業用地の調査・検討、貸借契約、設計・工事委
託、開設等の事務を経て、年に一箇所の整備を
目標とする。

１３．気候変
動に具体的
な対策を

R3年度に改善した点R2予算現額

423
みど
り自
然課

期間

みどりのエコスポット
整備事業

１１．住み続
けられるまち

づくりを

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

423
公園
課

実施計画ランク

北秋津・上安松地区
都市緑地保全事業

R3予算現額

R2正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

指標名 目標設定の考え方・根拠

一
般

根拠法令

都市公園法・都市緑地法 476,809千円

北秋津・上安松地区は、所沢市みどりの基本計画におい
て、みどりの保全を重点的に推進する北秋津周辺保全配
慮地区に位置付けられている。本地区では、土地区画整理
事業を基本とした、まちづくり事業が行われており、地区内
には柳瀬川段丘崖の斜面林や、平地林のまとまりのある貴
重なみどりが存在している。本事業は、これらのみどりを保
全するため、令和2年度に都市緑地として都市計画決定し
た用地を取得するとともに、みどりの保全及び管理を行うも
のである。

0.00 人

15,561千円

事業の種別

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

R2予算現額

期間

R3～

R3年度に改善した点

事業の進捗を図るためには、用地確保が最重要
となることから用地取得面積を目標値としてい
る。 特になし。

B

取得対象者の変更により目標値を
下回ったため。

2323.18㎡

事業期間内に用地取得が完了するよう、
用地交渉を進める。

R3実績

R3目標値が未達成の理由・分析

①用地購入

②

③

用地取得面積

R2実績

476,267千円

会年職
員等

0人

0千円

R2目標
R2その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）

用地交渉の結果、取得対象者が変更になったこ
とによる。

0千円
①3222.12㎡

②

③
1.95 人 R4目標

会年職
員等

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3目標

3600.08㎡

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

北秋津・上安松土地区画
整理事業区域内のまとまり
のある貴重なみどりの保全
に貢献した。

R2決算額

R2決算額

3222.12㎡

－ －
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事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

計画
コード

事務事業名称
所属
名称

経費 成果

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

活動実績(R3)投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

現状の課題成果指標

項目名

■ □ □

実績

評価者

河川担当参事　加藤　孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

河川担当参事　加藤　孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

河川担当参事　加藤　孝雄

会年職
員等

0人

R3決算額（見込み）

200千円

10,212千円

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

期間 0.35 人

事業の種別

一
般

根拠法令

4,084千円

A

H22～ 2,793千円

①３団体

R3目標 R3実績

４団体

R4目標

３団体

成果指標の目標を達成している。

R3年度に改善した点

地域に根付いた親しみのある多自然川づくりへの要望
があることから、市との協働による多自然の川づくりを
行う活動団体数を指標とする。 特になし。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

河川の保全活動に取り組んでいる団体の
活動状況と、活動箇所の整備状況につい
て調査を行う。

目標達成済

R3目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠R2予算現額 R2決算額

200千円

R2実績R2目標

200千円

ふるさとの川再生事
業

R3正規職員
人件費

200千円法定受託事務 法定受託＋附加

R3予算現額

-

自治事務

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

多自然の川づくりを推進するため、市民団体等と協
働し、市が指定した河川・水路の区域を対象として、
清掃及び除草、生物の保護、自然の再生活動等を行
う。

①活動団体数
活動団体数

２団体

３団体
R3その他職員
従事割合

423
河川
課

実施計画ランク

重要

Ｈ３０～

期間

423
河川
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

東川桜舞う遊歩道
事業
(COOLJAPANFORE
ST構想事業)

根拠法令

最優先 法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

0.70 人

R3年度に改善した点

①東川桜枝剪定

東川遊歩道整備延長（H30～R2）
東川桜枝剪定延長（R3～）

Ｒ2年度までは、東川遊歩道整備延長を指標としてい
たが、Ｒ2年度で遊歩道整備が完了したため、Ｒ3年度
からは、東川桜枝剪定延長を指標とする。 特になし。

A

成果指標の目標を達成している。
R2目標

R3目標

自治事務 法定受託事務

目標設定の考え方・根拠

10,994千円

「COOL JAPAN FOREST構想」における周辺環境整
備の一環として、本市にとって重要な観光資源である
東川沿いの桜並木（旭橋から柳瀬川合流点）及び遊
歩道について、継続的に維持管理を行っていくもので
ある。

河川法 5,500千円

5,985千円

R4目標

195m

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①1,490m
目標達成済

R3実績

1,490m

195m

今後は桜並木と遊歩道の維持管理を中心
に進めていく。桜は、老木化、大木化して
いるものが多いため、倒木に注意する必要
がある。

423
河川
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

砂川堀水辺保全・散
策路整備事業

根拠法令

R1～

重要

所沢市水とみどりがつくるネットワーク計画

5,718千円

1,120m

1,490m

砂川堀散策路整備延長

0人

58,100千円

0.75 人

R3決算額（見込み）

57,255千円

R3正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

「水とみどりがつくるネットワーク」を構成する河川の一つで
ある砂川堀の貴重な水とみどりを保全し、その自然を知り
親しめる散策路を整備するものである。
また、立ち枯れ、倒木の危険等がある河道内樹木につい
て、剪定・伐採を行う。

指標名

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 50,800千円

6,943千円

7,980千円

200m

R3年度に改善した点

安全に通行できる散策路整備を進めるため、地元住
民や水辺のサポーター制度に登録されている団体等
と意見を交換しながら、事業を進めていく。 特になし。

A

目標設定の考え方・根拠

成果指標の目標を達成している。

寺山橋より下流の散策路整備は、自然護
岸及び希少植物の保全に努めるようにす
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3目標値が未達成の理由・分析

目標達成済
R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

49,997千円

R3予算現額

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0.85 人

期間 1.00 人 R4目標

R3目標 R3実績

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１２．つくる責
任　つかう責

任

どのように貢献したか

草刈り等を行い、水流れの
保全に努めた。
また、ホタル等の生物の保
護に努めた。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１２．つくる責
任　つかう責

任

どのように貢献したか

桜の剪定等を行い、桜並
木の保全に努めた。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１２．つくる責
任　つかう責

任

どのように貢献したか

ウッドチップによる歩きやす
い散策路を整備した。

R2その他職員
従事割合

２団体

R2予算現額 R2決算額 指標名

0.50 人

指標名

R3予算現額 R3決算額（見込み）

5,488千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析R2実績

163.38m

①砂川堀散策路整備

①208.13m

会年職
員等

0人

208.13m

R2目標 R2実績

160m

600m

会年職
員等

0人

79/142



事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

計画
コード

事務事業名称
所属
名称

経費 成果

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

活動実績(R3)投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

現状の課題成果指標

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　山屋　貴裕

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　山屋　貴裕

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　山屋　貴裕

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　山屋　貴裕

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

会年職
員等

指標名

①審議会開催日数

5人

会年職
員等

4.5人

0人

会年職
員等

4人

431

根拠法令

H15～ 14,763千円 24,000人

目標達成済23,000人

R4目標

R3正規職員
人件費

会年職
員等

事業の目的及び具体的な内容

23,090人

1.85 人

27,000人

R3その他職員
従事割合

R3実績

4.5人

「もったないの心推進事業」において、家具・古着・陶
磁器の頒布数がリユース・資源化の指標として数値化
でき、わかりやすい設定と考える。数値の根拠は、前
年度の実績を基に算出している。

R2目標 R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①小型家具　685人
　大型家具6,424人
②0人

③16,469人

R3目標

指標名

23,578人

リサ
イク
ルふ
れあ
い館

実施計画ランク 事業の種別

一
般　「もったいない心」を大切に、ごみの減量・資源化に取り組

むとともに、循環型社会の形成のための3Rのひとつである
リユース及びリサイクルを暮らしに定着させる。
①再生家具：粗大ごみとして排出された木製家具を手直し
した後、館内で展示のうえ抽選で月２回頒布。小型家具に
ついては常設頒布。②不用品登録：「もとめます」「ゆずりま
す」として登録された品物の情報提供。③常設もったいない
市：「東所沢エコステーション」や拠点回収に出された古着・
陶磁器を分別し、利用可能なものを館内で展示のうえ頒
布。

1.90 人

期間

重要

もったいないの心推
進事業

所沢市リサイクルふれあい館条例、所沢市リユース品頒布
事務取扱条例、不用品登録事業事務取扱要綱

期間 0.96 人 R4目標

R3～ 7,661千円

自治事務

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2目標

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

6回開催 6回開催
①6日

R3目標 R3実績

所沢市廃棄物減量等推進審議会の年間開催日
数

6回開催

ごみ有料化制度の導入について諮
問し、市民アンケートやごみ組成調
査を実施した上で、ごみ有料化制
度を含めたプラスチックごみや生ご
みの減量に係る様々な施策の推進
について答申を受けた。

R3年度に改善した点

ごみの減量・資源化方策を審議する、所沢市廃
棄物減量等推進審議会の開催日数を指標とし
た。 令和3年度開始

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

　ごみ減量・資源化施策について広く市民
及び事業者へ周知し、理解を求めながら取
組を進めていくことが不可欠であることか
ら、「所沢市一般廃棄物処理基本計画」を
改訂するため、所沢市廃棄物減量等推進
審議会において引き続き審議を行う。

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

A
R3目標値が未達成の理由・分析

431

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

一般廃棄物減量化
方策推進事業

法定受託＋附加

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市一般
廃棄物処理基本計画（令和元年改訂版）

事業の目的及び具体的な内容

平成28年度までは順調に減少してきた本市のごみ量
は、平成29年度以降、減少率が鈍化傾向となってい
ることから、所沢市廃棄物減量等推進審議会におい
て、生ごみの減量やプラスチックごみの削減、経済的
インセンティブによるごみ減量及び資源化施策などの
様々な取り組みについて審議しているところである。

Ｈ3～ 5,985千円

①9,349t

②478団体

0.5人

0千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3目標

R2実績

- -

R2その他職員
従事割合

0千円

26,465千円

R2予算現額 R2決算額

会年職
員等

R3年度に改善した点

集団資源回収率
（集団資源回収量／家庭ごみ量×100）

集団資源回収にて回収される資源物の割合が増える
ことで、行政回収の負担が減ることから、集団資源回
収率を指標とする。
　なお、目標値は、所沢市一般廃棄物処理基本計画
の参考値に基づく。

職員の事務負担軽減のため、AI-OCRや
RPAを活用し、報償金支払い業務の簡略
化を行った。

根拠法令

最優先 自治事務 法定受託事務

期間

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

①集団資源回収量

②登録団体数

11.5%

11.1%

R3目標値が未達成の理由・分析

R3実績

古紙市況が悪化し、協力業者の廃業や団
体の撤退が危惧されるため、団体・協力業
者双方への支援を行い事業継続と廃棄物
の減量を図る。

B

世界最大の資源物輸入国である中
国の輸入規制に加え、世界的な新
型コロナウイルス流行の影響で、リ
サイクル業界はかつてないほど厳
しい状況に置かれている。
従来の啓発活動だけでなく、事業
を存続させる対策が必要である。

令和3年度は昨年度に引き続き、古紙価格の悪
化に伴う協力業者の事業規模縮小の影響で回
収量が落ち込んだ。また、新型コロナウイルス感
染症拡大の影響によって参加団体の活動が制
限され、資源物の回収量が減少した。

R2実績

13.0%

58,476千円

R3決算額（見込み）

56,456千円

R2目標

13.0%

R4目標

0.5人

69,524千円

集団資源回収報償
金交付事業

重要

7,351千円

0.75 人

R3予算現額

法定受託＋附加 69,400千円

R2正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容
431

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市集団
資源回収事業報償金交付要綱

根拠法令

自治事務 法定受託事務

集団資源回収事業実施団体（自治会・町内会、子ど
も会等）が資源物（新聞、雑誌・雑がみ、段ボール、
古布、アルミ缶・スチール缶、紙パック、生きびん）を
集団資源回収事業取扱業者に引き渡す活動に対し、
市は資源物1kgあたり6円（生きびんは1本当たり6円）
の報償金を交付し、ごみの減量と資源化の推進を図
る。

法定受託事務 法定受託＋附加 8,104千円
①再生家具頒布申込者数

②もったいない市利用者数
　（不用品登録事業）
③エコステーション利用者数

R3予算現額 R3決算額（見込み）

8,881千円

粗大ごみリユース推
進事業

法定受託事務 法定受託＋附加

期間

56,523千円

一
般

14,169千円

1,600点

1,600点 1,566点

6.92 人

R3目標 R3実績

47,561千円

R4目標

リサイクルふれあい館内の工房で再生家
具の修復作業を行っているが、今まで廃棄
していたような家具でも別の家具から同じ
ような部品を抜き出し修復することで、再生
家具の数を増やした。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

東部クリーンセンターからの持ち込みが
減っているため、工房への搬入数が減って
いる。ワンクールの展示点数を確保するた
め、工房職員が上記のような作業を工夫し
ながら行っている。

1,200点 1,615点

再生可能な家具を資源物として活用した点数で示すこ
とにより、ごみの減量成果がわかりやすくするため。数
値は前年度の実績を基にしているが、新型コロナウイ
ルスの影響により大きく増減することが考えられる。

B

新型コロナウイルス感染拡大によ
り増加していたと思われる家具の
回収量が減っているため、展示で
きる再生家具の確保が難しくなって
いる。
家の片づけ等がある程度落ち着い
てきていることが考えられ、今後も
回収量自体が増える要因がないた
め、工夫をしながら点数の確保をし
ていく必要がある。

指標名 目標設定の考え方・根拠

R2その他職員
従事割合

R2実績

再生家具の展示点数

R3年度に改善した点

リサ
イク
ルふ
れあ
い館

実施計画ランク 事業の種別

H29～

再生家具の回収数量が減少していることによる。

根拠法令

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

事業の目的及び具体的な内容

市民サービスの向上とリユースの推進を図るため、
東西クリーンセンターにおいて実施していた粗大ごみ
収集事業をリサイクルふれあい館において一元化
し、「もったいないの心」推進事業の一環として実施し
ていた「再生可能な家具の回収業務」も付加すること
により、粗大ごみの収集から再生・頒布、廃棄までを
一体的に行う。

R3決算額（見込み）R3予算現額

①粗大ごみの収集点数

②再生家具候補の回収点数

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3年度に改善した点

展示する再生家具の種類を増やし、また家
具の並べ方を変えたことで、来館者に見や
すいよう（選びやすいよう）にした。

コロナ禍のため、自宅で過ごす時間が増え
たことで、洋服や陶磁器などを整理する市
民が激増した。そのため、東所沢エコス
テーションへの資源物の持ち込みが増えた
ため、再任用職員及び会計年度任用職員
の計２名での対応が苦しくなり、対応方法
に工夫が必要となっている。

目標設定の考え方・根拠

A

東所沢エコステーションへの資源
物の持ち込みが増えていることに
より、目標を達成したものと考えら
れる。
事業の利用者数については、新型
コロナウイルスの感染状況に影響
を受ける面が大きいため、市民の
安全を確保しつつ、適切な事業周
知を行う必要性を感じている。

事業の利用者数
再生家具頒布申込者数＋もったいない市利用者
数＋エコステーション利用者数

重要 自治事務

431

７．エネルギー
をみんなにそ
してクリーンに

１２．つくる責
任　つかう責

任

どのように貢献したか

家庭で使用した古紙類を再
資源化することで、廃棄物
の減量に貢献した。

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１４．海の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

循環型社会の形成を目指
して、ごみ減量・資源化方
策の検討を進めた。

１３．気候変
動に具体的
な対策を

どのように貢献したか

家具類をごみとして処分する
のではなく、貴重な資源として
リユース、リサイクルを行うこと
により、地球温暖化防止に貢
献した。

１３．気候変
動に具体的
な対策を

どのように貢献したか

家具類や古着等をごみとし
て処分するのではなく、貴
重な資源としてリユース、リ
サイクルすることにより、地
球温暖化防止に貢献した。

R2予算現額 R2決算額 指標名

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.90 人

13.0%

会年職
員等

26,011千円

会年職
員等

0人

R2正規職員
人件費

0.00 人

0千円

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

12,223千円

R2目標
R2正規職員
人件費

12,155千円13,920千円

①29,174点

②1,566点5.96 人

R2予算現額 R2決算額

3,888千円

15,519千円

9,182千円
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事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

計画
コード

事務事業名称
所属
名称

経費 成果

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

活動実績(R3)投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

現状の課題成果指標

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　山屋　貴裕

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　山屋　貴裕

項目名

■ □ □

実績

評価者

所長　斎藤　洋一

項目名

■ □ □

実績

評価者

所長　斎藤　洋一

会年職
員等

1.05

会年職
員等

2.25

1.5人

会年職
員等

1.5人

会年職
員等

1人

R2その他職員
従事割合

使用状況の悪いごみ集積所の維持管理の
啓発や新型コロナウィルス蔓延防止のた
め、ごみの排出方法についてポスターを貼
るなど、市内の衛生状況改善へ向けて啓
発活動を行った。

本事業は、家庭から排出されるごみの分
別による資源物の有効活用を促進し、循環
型社会の確立を目指すものであり、市民の
理解と協力が必要であることから、ごみの
分別についての啓発や指導を引き続き
行っていく。

評価指標の目標値をやや下回って
いるが、用地取得については、一
定の成果が得られた。
今後も、引き続き、地権者へ丁寧な
説明を行い、事業への理解を得な
がら進めていく。 事業達成に向けての現在の課題及び今

後の課題解決に向けた取り組み

最終処分場の供用開始に向け、計画的に
設計・工事を進める。地元の周辺整備要望
については、より一層丁寧に説明を行い、
理解を得ながら事業を進めていく。

R3年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3年度に改善した点

指標名

R2その他職員
従事割合 B

R2実績

R4目標

4.0%

4.80 人

①R4.3議会 議決を得る

②1,028.06㎡

自治事務

43.0%

46,284千円

38.0%

5.80 人

R3目標

最優先

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

　市内で発生する一般廃棄物の最終処分について
は、市外の最終処分場と市内の北野一般廃棄物最
終処分場で行ってきたが、北野一般廃棄物最終処分
場は平成17年3月末日をもって埋立が終了した。
　現在は全量を県営の処分場や県外の民間処分場
へ搬出していることから、自区内処理の原則に基づ
き、市内に新たな一般廃棄物最終処分場を整備する
事業である。

R3予算現額

2.0%

39,206千円 目標値の4%に対し、2%の実績であり、目標値を
下回った。
用地取得については、地権者の理解が必要であ
り、引き続き、理解が得られるよう丁寧な説明を
行う。

事業進捗状況
（土地の取得率）

自区内処理の原則に基づき、新たな最終処分場を整
備する必要があるため、各段階における成果指標を
設定した。
事業進捗に伴う土地の取得率を成果指標とした。

120,658千円

事業者選定委員会を開催し、最終処分場
の設計及び建設を行う事業者の選定を
行った。

R2目標

R3実績

2.0%

433

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H11～

547,403千円

①建設事業者との契約締結

②用地購入（建設予定地）

事業の目的及び具体的な内容

法定受託事務 法定受託＋附加

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄
物の減量及び適正処理に関する条例

R3決算額（見込み）

高齢又は障害等により、家庭から排出するごみを自
らごみ集積所に出すことが困難な市民の生活環境の
向上及び安全確保のため、当該事業利用者宅の戸
口において直接ごみの収集を行う。さらに、希望者に
は、声かけを行い安否確認を行う。

6.53 人

７８１世帯

７２９世帯

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0.3

53,337千円

①７８１世帯

②７５０世帯

今後、「ふれあい収集」の利用者の増加が
見込まれることから、担当者の育成をはじ
め、情勢の変化へ臨機応変に対応できる
よう、収集体制について検討していく必要
がある。

6.85 人 R4目標

R3正規職員
人件費

54,663千円

0.3
会年職
員等

目標達成済７５０世帯

６６０世帯

法定受託＋附加 当制度について、周知・啓発し、利用拡大を図る
ため、年間利用世帯数とする。
目標としては、年間利用予定世帯数を指標とし
た。

希望者へは安否確認を行っているため、事
業内容には福祉的な側面が強い。そのた
め、より細やかな対応や利用者の異常事
態を把握出来るよう研修を行った。

事業の目的及び具体的な内容

所沢市ふれあい収集実施要綱

R3目標値が未達成の理由・分析

年間利用世帯

R2実績

指標名

H17～

目標設定の考え方・根拠

A

目標値を上回り、目標を達すること
ができた。
今後も利用拡大に努めていきた
い。

1,389千円

①年間利用世帯数

②年間利用予定世帯数
1,178千円

R2目標

７５０世帯

433

収集
管理
事務
所

実施計画ランク 事業の種別

一
般

ふれあい収集事業

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務

期間

２３，４５２円/t

R3実績R3目標

２３，４５２円/t

ごみ収集事業

根拠法令 R3予算現額 R3決算額（見込み）

46,354千円

目標達成済

期間 47.83 人 R4目標

２２，２２１円/t
R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

S26～ ２２，２２１円/t

市民の生活ごみとして、ごみ集積所に排出された廃
棄物の適正処理及び再資源化により、公衆衛生環境
の向上及び循環型社会の確立を実現するため、ごみ
の分別を徹底し,効率的に収集を行う。また、これに伴
うごみ集積所の設置・維持管理についての指導及び
清掃車両の整備並びにごみ集積所情報管理システ
ムの運用管理を行う。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

422,041千円

①１９，２６２ｔ

②４２８，０３７千円

51.67 人
A

目標値を下回ることができ、目標を
達成することができた。
今後も経費削減に努めていきた
い。

２３，６２３円/t

①年間ごみ収集量

②年間経費
R2正規職員
人件費

H15～ 11,970千円

R2予算現額 R2決算額

517,831千円

第２一般廃棄物最
終処分場整備事業

①小学4年生社会科見学等見学者の印象に残る館内展示
（遊び心を取り入れた）わかりやすい解説で環境学習を充
実する。②催事の企画開催（エコロまつり、エコロ市、出張
エコロ市）等による市民へのＰＲ事業。③市民フェスティバ
ル等への積極的参加によるＰＲ活動。④館内展示のほか、
ホームページや情報誌発行による情報提供の研究。⑤暮
らしの中で3R（Ｒeduceリデュース＝発生抑制、Ｒeuseリ
ユース＝再使用、Recycleリサイクル＝再生利用）を実践す
るための場として、おもちゃの病院や傘修理、各種講座等
の開催。

もったいないの心啓
発事業

根拠法令

1.65 人

1.50 人 R4目標

60,000人

13,477千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

リサイクルふれあい館の会計年度任用職
員が空き時間を利用して草花を育てている
が、玄関周りを色とりどりの草花を飾ること
により、来館者の目を楽しませている。ま
た、講座の受講生に対して一鉢づつプレゼ
ントしているため、口コミで広がり受講の応
募が増えている。

指標名 目標設定の考え方・根拠

来館者数（リサイクルふれあい館は、正面玄関自
動ドアカウンターによる）

R2その他職員
従事割合

R3年度に改善した点

R3決算額（見込み）

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①64,628人

②26人

市民ニーズに対応した講座の開催を目指
すとともに、所沢市西部の市民もリサイク
ルふれあい館の運営を広報し、来館者増
につなげる。

30,000人 60,040人
A

「もったいないの心推進事業」の実
績値の増加よりも増加幅が大きい
ため、リサイクルふれあい館の来
館者数が増えていることがわかる。
Ｒ３年度についても、新型コロナウ
イルス感染症の状況を見ながらの
運営であったため、明確な増加理
由は不明だが、今後も適切な周知
を進めるとともに、可能な限り通常
どおりの事業をおこなっていく必要
性を感じている。

R2目標

R3目標

R2実績

重要

6,730千円

R2正規職員
人件費

8,222千円

事業の目的及び具体的な内容

所沢市リサイクルふれあい館条例、所沢市廃棄物の減量
及び適正処理に関する条例

循環型社会形成推進基本法、 R3予算現額

431

リサ
イク
ルふ
れあ
い館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

期間

事業の目的及び具体的な内容

381,683千円

193,311千円

R2正規職員
人件費

R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

R3年度に改善した点

重要

指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

１トンあたりの収集経費
年間経費÷年間ごみ収集量

55,479千円所沢市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例

R2目標
433

収集
管理
事務
所

実施計画ランク 事業の種別

一
般

１４．海の豊
かさを守ろう

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１５．陸の豊
かさも守ろう

どのように貢献したか

多くの市民に３Rや「もたい
ないの心」について知って
もらうことで、市民一人一人
の環境意識の向上に貢献
した。

７．エネルギー
をみんなにそ
してクリーンに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

用地を取得することによ
り、事業の推進を図った。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

生活に伴って排出される家
庭ごみを安定的に収集運
搬することは、生活の基盤
に不可欠なものとして貢献
している。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

高齢者など自らごみ集積
所にごみを出すことが困難
な市民の生活環境の向上
と安全確保に貢献してい
る。

R2予算現額 R2決算額

10,625千円

R3実績

目標達成済

①リサイクルふれあい館及び東
所沢エコステーション来館者数

②講習会参加人数
4,150千円

R3目標値が未達成の理由・分析

啓発施設であるリサイクルふれあい館及びリユース、
リサイクル品の引き取り場所である東所沢エコステー
ションについて、一人でも多くの市民に施設の存在を
知ってもらい、利活用していただくことが目的であるこ
とから実績を基にしている。

50,000人 64,628人

R3正規職員
人件費

R2予算現額 R2決算額

47,351千円53,672千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

1人

生活ごみの効率的な収集を目的としているので、１トン
あたりの収集に係る経費を指標とする。
目標値としては、前年度を下回ることを指標とした。

R2決算額

1,387千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,005千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2予算現額

R3目標 R3実績
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事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

計画
コード

事務事業名称
所属
名称

経費 成果

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

活動実績(R3)投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

現状の課題成果指標

項目名

■ □ □

実績

評価者

所長　斎藤　洋一

項目名

■ □ □

実績

評価者

西部クリーンセンター所長　深谷康博

0.3

0人

R3決算額（見込み）

23,786千円

令和４年度は、４月に建設単価、積算物
価、労務費等の見直しを行ったうえで、５月
には起工する必要がある。６月に本工事の
入札及び契約締結を行い、年度内の事業
達成に向けて取り組む必要がある

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2～

根拠法令

①生活環境影響調査を終えて
縦覧を行った。
②基本設計を行った。
③実施設計を行った。
④埼玉県へ変更届を提出し受
理された。

50.0%

①生活影響調査
②基本設計
③実施設計
④埼玉県へ変更届提出

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 33,979千円

事業の目的及び具体的な内容

0千円

12,369千円 100.0%

期間

R3その他職員
従事割合

0.00 人

本施設は稼働開始から３３年が経過し、老朽化が著
しい浸出液処理施設の延命化を行うものである。
現在、埋立物の安定化が進み浸出水の水質が改善
してきていることから、水質に合わせた処理システム
を構築し、改修費用の削減とランニングコストの低減
を図るものである。 会年職

員等
0人

0.0%

北野一般廃棄物最
終処分場浸出液処
理施設整備事業

R2決算額

0千円

R3予算現額

目標達成済

R4目標

R3目標

0千円

目標設定の考え方・根拠

会年職
員等

A

令和３年度内に生活環境影響調査
を行ったうえで、設計業務を完了さ
せるためスケジュールがタイトで
あったが、本業務は滞りなく遂行さ
れ、埼玉県へ変更届を予定通り提
出し、基本設計、実施設計を完了し
た。

R3年度に改善した点

老朽化が著しい浸出液処理施設の延命化を行
い、改修費用の削減とランニングコストの低減を
図る。

令和３年度は生活環境影響調査、設計業務を実
施し、埼玉県への変更届提出を提出する。
令和４年度は設計業務に基づいて改修工事を行
う。

生活環境影響調査を経て縦覧を行い、埼
玉県へ変更届を提出、受理された後、設計
業務を完了した。

R2目標 R2実績

50.0%

R3目標値が未達成の理由・分析
433

西部
ク

リー
ンセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R3正規職員
人件費

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

将来にわたり安定した収集体制を維持するため民間
委託し、市民生活の生活環境の保全、公衆衛生の向
上を図る。市民が年間ごみ日程表に基づき委託地区
内のごみ集積所に出したごみを委託業者が収集し、
東部・西部クリーンセンター等に運搬する。期間 2.00 人 R4目標

目標達成済

R3実績

R3正規職員
人件費

H17～ 15,960千円 70.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

14,702千円

①４４，６５１ｔ

②２５９日

70.0% 安定的な収集運搬体制を維持するととも
に、市民サービスの向上を図りながら、事
業を実施していく。

会年職
員等

0人

会年職
員等

1.80 人 70.0% 70.0%

875,000千円

一般廃棄物収集運
搬業務委託事業

根拠法令 R3予算現額 R3決算額（見込み）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄物の減
量及び適正処理に関する条例

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

871,420千円法定受託＋附加

A

安定的な収集運搬の体制が確保
できていると判断する。

R3年度に改善した点

新型コロナウイルスの感染拡大など緊急
事態に遭遇した場合に、安定的な収集運
搬体制を維持するため、BCP（事業継続計
画）について、委託業者と共に取り組みを
始めた。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

生活に伴って排出される家
庭ごみを安定的に収集運
搬することは、生活の基盤
に不可欠なものとして貢献
している。

１２．つくる責
任　つかう責

任

どのように貢献したか

老朽化した施設を改修し、
排水基準を遵守すること
で、持続可能な社会を構築
することに貢献した。

433

収集
管理
事務
所

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2決算額

重要 自治事務 法定受託事務

R2予算現額 指標名 目標設定の考え方・根拠

875,270千円 875,270千円

①ごみ収集量

②収集稼働日数

民間事業者への委託割合
（委託地区の世帯数/市内の全世帯数）

市民生活の生活環境の保全と公衆衛生の向上
を図るため、安定的な収集運搬体制を確保する
必要があり、現業職員が不補充であるため、計
画的に委託拡大を図っていくことが重要であるこ
とから、委託割合を指標とした。

R3目標

0.0%

R3実績

1.55 人

R3その他職員
従事割合

70.0%

R2その他職員
従事割合

R2目標

指標名

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

R2予算現額
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事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

計画
コード

事務事業名称
所属
名称

経費 成果

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

活動実績(R3)投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

現状の課題成果指標

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

□ ■ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

□ □ ■

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

会年職
員等

0人

1,487千円

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

今後も、行政の監視として立入検査を続け
ることで、事業者の環境意識を保たせてい
きたい。

規制対象事業所に対して例年報告徴収を
行うが、これまで紙媒体で行っていた。Ｒ3
年度からは電子申請で行えるように変更
し、多数の事業所が電子申請での回答が
あった。

100.0%

期間 0.75 人 R4目標

排出水の状況や施設の管理状況など、法令に基づ
き、その遵守状況を検査する。
①検査計画の作成②対象事業所への立入検査の実
施③採水した水質・施設の稼働状況・自主測定結果
について規制基準との適合状況の確認④規制基準
に適合しない事業所等への改善指導。また、立入検
査により各事業所から公共用水域へ排出される汚濁
物質を削減し、水質汚濁を防止する。

0.66 人

S62～ 5,985千円

①54事業所

②54事業所

③

計画どおり立入検査を実施したた
め。

R3年度に改善した点

①立入計画事業所数

②立入検査を行った事業所数

③

計画実施率
立入検査を行った事業所数/立入計画事業所数
×100

定期的に立入検査を行うことにより、事業所の水
質規制遵守への関心の向上並びに意識低下の
防止が期待されるため、計画実施率を指標とす
る。

採水時に簡易水質試験（ｐH、COD、残留
塩素、水温）を行い、迅速に水質を把握で
きるようにした。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

事業所によっては、排水に詳しい担当者が
常駐していないこともある。原則は抜き打
ちであるが、状況に応じて事業所に連絡を
取る等、立入検査を計画的に実行できるよ
うにしたい。

100.0%

A

1,112千円

R3目標 R3実績

R2実績

1,638千円

100.0% 94.4%

5,391千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

法定受託＋附加

水質汚濁防止法、埼玉県生活環境保全条例

R2目標

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R2予算現額

442
環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

水質規制対象事業
所検査事業

重要 自治事務 法定受託事務

期間 0.37 人 R4目標

環境省が定める「事務処理基準（平成13年5月21日
付環境省環境管理局長通知）」及び「有害大気汚染
物質測定方法マニュアル」等に基づき、市内2地点に
おいて調査を実施している。
①調査計画の作成（調査項目、調査日程等）②調査
の実施（12回/年）③測定精度の審査、測定値（年統
計値を含む。）の確定④調査結果の国・関係機関・市
民等への情報提供

0.38 人

0人

有害大気汚染物質
等モニタリング調査
事業

3,104千円

事業の目的及び具体的な内容

環境省が定める「事務処理基準（平成13年
5月21日付環境省環境管理局長通知）」及
び「有害大気汚染物質測定方法マニュア
ル」に従い、今後も引き続き常時監視を実
施する。

目標設定の考え方・根拠

A

毎年、成果指標の目標値を達成し
ているため。R2目標 R2実績

100.0% 100.0%

R3目標

100.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2正規職員
人件費

R3年度に改善した点

有害大気汚染物質に係る環境基準設定項目を中心と
して、大気の汚染状況を常時監視することを目的とし
ているため、有効調査項目率を評価指標とした。
また、目標値は前年度同様100％とした。

北野測定局において、試料採取に用いる
装置がインターネット回線と接触する恐れ
があったため、装置の設置位置について見
直しを行った。

①有効調査項目

②調査項目数

③

R2予算現額

有効調査項目率

R2その他職員
従事割合

R3予算現額

重要 4,606千円自治事務

5,303千円大気汚染防止法

根拠法令

100.0%

R4目標

法定受託事務 法定受託＋附加

R2決算額

4,975千円

指標名

6,623千円

441
環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H9～

R3決算額（見込み）

4,743千円

事業の目的及び具体的な内容 R2実績R2目標

硫黄酸化物・二酸化窒素・浮遊粒子状物質などの大気汚
染物質について、本事業の法定受託事務処理基準である
「環境大気常時監視マニュアル」等に基づき、市内5常時監
視測定局（一般局：東所沢・北野・中富、自排局：航空公園・
和ヶ原）において常時監視機器を用い、計測・調査を行う。
大気に係る環境基準設定項目を中心として、大気汚染状
況を常時監視し、大気汚染防止に係る施策の基礎資料と
する。

0.81 人 100.0%会年職
員等

0人

会年職
員等

R3実績

A

毎年、成果指標の目標値を達成し
ているため。

R3年度に改善した点

事務処理基準に基づき、大気汚染に係る計測・調査を
行うことが目的となっているため、有効調査項目率を
指標とする。
目標値としては、前年度維持を目標としたい。

測定局に保管してある消耗品類の整理を
行い、保守業者や職員が利用しやすい施
設とするため、引き出し等のスペースの有
効活用に努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

今後も、引き続き施設管理に努める。ま
た、測定機器の入れ替えの場合には、測
定項目の見直しを随時行い、事務の効率
化・経費の抑制に努める。

目標達成済

R3目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

23,297千円

23,421千円

R2予算現額 R2決算額

22,003千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）根拠法令

法定受託＋附加

441
環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

期間

大気汚染状況の常
時監視事業

大気汚染防止法

S60～

自治事務 法定受託事務

R4目標

S59～ 5,506千円

重要

一
般

①有効調査項目

②調査項目数

③

有効調査項目率

大気規制対象事業
所検査事業

根拠法令

2,198千円

ばい煙の排出状況や施設の管理状況など、法令に
基づき、その遵守状況を検査する。(ばい煙排出状況
の行政検査や報告の徴収を含む。)
①検査計画の作成②対象事業所への報告徴収の実
施(規制基準への適合状況)③大量ばい煙発生施設
や規制基準の適合状況が思わしくない事業所への立
入検査の実施④規制基準に適合しない事業所等へ
の改善指導また、規制対象事業所への立入検査に
より、各施設から排出される汚染物質を削減し、大気
汚染を防止する。

100.0%

5,636千円

①行政によるばい煙測定実施
事業所

②基準適合事業所数

③

大気汚染防止法、埼玉県生活環境保全条例、所沢
市ダイオキシン類等の汚染防止に関する条例

重要 1,806千円

A

毎年、成果指標の目標値を達成し
ているため。

R3年度に改善した点

大気規制対象事業所のばい煙に係る排出基準
適合率

規制対象事業所への立入検査により、各施設か
ら排出される汚染物質を削減し、大気汚染を防
止することが当該事業の目的となっているため、
行政測定を行うばい煙に係る排出基準適合率を
指標とする。

R2目標

100.0%

目標達成済

R3実績

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

441
環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

事業の目的及び具体的な内容

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

どのように貢献したか

大気状況を常時監視する
ことにより、環境施策の参
考となった

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

ばい煙の排出状況の把握
により、大気汚染防止に対
する環境施策の参考となっ
た。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

１２．つくる責
任　つかう責

任

７．エネルギー
をみんなにそ
してクリーンに

どのように貢献したか

大気中の有害大気汚染物
質を測定監視することによ
り、直接的なSDGｓへの貢
献につながった。

１２．つくる責
任　つかう責

任

１４．海の豊
かさを守ろう

１２．つくる責
任　つかう責

任

どのように貢献したか

各事業所からの公共用水
域への水質汚濁を防止す
ることにより、直接的な
SDGsへの貢献につながっ
た。

100.0%

6,616千円

指標名

指標名

0.69 人

1,851千円

①6事業所

②6事業所

③

2,047千円

0.69 人

R2その他職員
従事割合

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2予算現額 R2決算額

R3目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

R3目標

R2実績

会年職
員等

0人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

100.0%

①52項目

②52項目

③

R3目標

R3その他職員
従事割合

0.83 人

22,355千円

R2正規職員
人件費

R3正規職員
人件費

100.0% 100.0%

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

目標達成済
①34項目

②34項目

③

R3実績

100.0%

100.0%

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,001千円

2,953千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R2決算額

100.0%

会年職
員等

0人
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事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

計画
コード

事務事業名称
所属
名称

経費 成果

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

活動実績(R3)投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

現状の課題成果指標

項目名

□ □ ■

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

■ □ □

実績

評価者

河川担当参事　加藤　孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　池田　康徳

会年職
員等

0人

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

会年職
員等

0人

河川・水路維持管理
事業

根拠法令

期間

0人

5.45 人
会年職
員等

R3正規職員
人件費

R3予算現額

270件

R3年度に改善した点

要望・通報処理件数 要望・通報を入力するシステムを構築し、
誰もが入力しやすくなり、案件の検索や確
認も容易になった。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

要望や通報に関しては、夏季に多く寄せら
れることから、要望が集中した際に効率的
に作業を進めていくことが求められる。R4目標

43,491千円 250件

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

37,981千円
①3,928m

②311件

③491m

311件

R3目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

R3目標 R3実績

250件
A

指標名

R2目標 R2実績

250件

成果指標の目標を達成している。
- 53,687千円

一
般 4.65 人

①維持管理（清掃）

②要望・通報件数

③改修・整備工事
事業の目的及び具体的な内容

要望・通報処理件数

R2予算現額 R2決算額

重要 自治事務

442
河川
課

実施計画ランク 事業の種別

１、河川の氾濫による浸水被害等の防止を図るた
め、改修・整備を行う。
２、パトロールや市民等の要望により、清掃・除草お
よび修繕等を行う。
３、地域に根付く川づくりを目指し、維持管理の一部
を委託する。
４、「水辺のサポーター制度」事業の推進。

S25～

法定受託事務 法定受託＋附加

8,086千円

1.79 人

S57～ 8,060千円

1.01 人

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

公害紛争処理法

14,284千円

公害等苦情相談事
業

R4目標

R3実績

99.1%
騒音、振動、悪臭をはじめとする各種公害にかかる
苦情相談を電話・メール・窓口等を通して受付け、苦
情発生源の調査、指導、助言等を行い解決を図る。

2.06 人

94.1%
①１０８件

②１０７件

③1人
期間

法令規制が適用されない事案に関する苦
情相談が増加傾向にあり、対応に苦慮して
いるため、個々の事案に合わせた、適切な
対応を目指す。

S

処理困難苦情についての研修を受講する
等し、対応についての知識を深め、解決率
の向上に努めた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

苦情に関しては、100%解決が望ましいが、解決が長引
く案件も多くある。また、年度末に受付した苦情は繰り
越さざるを得ないため、現実的な目標としたい。

R3目標

S47～ 94.4%

法定受託＋附加 4,872千円

目標設定の考え方・根拠

R2目標 R2実績

①苦情相談対応件数

②苦情相談解決件数

③

苦情相談解決率
（解決件数/対応件数×100）

R2予算現額 R2決算額

2,502千円

444
環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

公害苦情相談は、相談者の感覚に
起因するものが多く、対応が困難
で解決までに時間を要するが、今
後も目標達成に努めていきたい。
今後も、処理困難な案件が増加す
る事が推測されるが、より一層知
識を深めて、相談者への適切かつ
迅速な対応を図る必要がある。

R3年度に改善した点指標名

期間 0.46 人

2,859千円

重要 自治事務 法定受託事務

R2その他職員
従事割合

河川工事等や植物の光合成による突発的
なBOD、pHの基準超過が見られるものの、
生活排水由来の汚濁も考えられることか
ら、採水時以外も河川状況を把握しておく
必要がある。

0.57 人 100.0%

R4目標

会年職
員等

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,671千円

目標達成済

A

埼玉県及び所沢市が定めた公共
用水域測定計画に基づき、市内主
要河川の水質と河川の低質の評
価を行っており、成果指標の目標
値を達成することができた。
また、月1回の常時監視をすること
によって、水質汚濁防止法に係る
施策の基礎資料を得ることができ
た。

6,308千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3目標4,656千円

100.0%

R2正規職員
人件費

根拠法令

100.0% 100.0%

100.0%

法定受託事務

①89項目

②13地点・年12回

③

事業の目的及び具体的な内容

R3実績

水質汚濁防止法 6,514千円

埼玉県および所沢市が定めた公共用水域水質測定
計画に基づき、ｐHなどの生活環境項目、カドミウムな
どの健康項目等について、市内主要河川の水質と河
川底質の調査を行う。
また、市内主要河川の水質と河川底質（川底の泥）
の環境基準項目等を中心として、河川の汚濁状況を
監視し、水質汚濁防止に係る施策の基礎資料を得る
ことを目的とする。

R3年度に改善した点

実施項目率
（測定項目/計画項目×100）

埼玉県及び所沢市が定めた公共用水域測定計画に
基づき、市内主要河川の水質と河川の低質の評価を
行うこと。また、河川の汚濁状況を監視し、水質汚濁防
止法に係る施策や令和3年度における基礎資料を得
ることを目的としているため、その実施項目率を指標と
する。

R2年度にBOD、pHの基準超過が多かった
地点について、毎月1回の採水とは別に、
河川のパトロールを実施した。

R2目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

R3目標値が未達成の理由・分析R2実績
442

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

公共用水域等汚濁
状況の常時監視事
業

法定受託＋附加

S62～

444
生活
環境
課

期間

「環境美化の日」市
内一斉美化清掃活
動事業

参加人数の増加を図るため、市民への周
知の方法について、より分かりやすくなるよ
うポスター、チラシ、ホームページの改善を
行う。また、継続して参加してもらうよう努
める。

49,286 人 30,094 人

49,762 人

C

コロナの関係で参加への制限を設
ける中で、今後もより多くの市民が
継続的に参加できるよう、工夫が
必要である。

R3年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み13,341 人

R3実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,367千円 3,703千円

目標設定の考え方・根拠

①ごみ回収実績

②参加人数
環境美化活動における参加人数

R2実績

R2予算現額 R2決算額

R2目標

6,911千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

実施計画ランク 事業の種別

一
般

｢環境美化の日｣市内一斉美化清掃活動実施要領 8,730千円

市民参加による市内全域での環境美化清掃活動を
春、秋の年に２回実施することにより、快適な生活環
境を確保する。

0.99 人

指標名

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

現状のとおり。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

清掃活動を実施したことに
より、快適な生活環境を確
保した。

６．安全な水
とトイレを世

界中に

１４．海の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

市内主要河川の水質など
を測定・監視することによ
り、環境施策の参考になっ
た。

公害苦情相談に対応する
ことで、直接的なSDGｓへ
の貢献につながった。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

どのように貢献したか

住民からの要望等に速や
かに対応することで、浸水
被害等の防止を図ることが
できた。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１３．気候変
動に具体的
な対策を

R2予算現額 R2決算額

6,119千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

6,129千円
①測定項目

②測定地点

③

R3決算額（見込み）

53,085千円

37,022千円

4,775千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3その他職員
従事割合

0人

会年職
員等

36,575千円

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2正規職員
人件費

会年職
員等

0.5人
96.5%

16,826千円

93.8%

R3決算額（見込み）R3予算現額

R3目標値が未達成の理由・分析

世帯数×3割×1回
（春・秋いずれかで３割の世帯から１人は参加し
てもらいたいという考えによる）

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点か
ら、今年度も参加・不参加については、各自治会
の判断に委ねた。

R3目標
①50.07t

②30,094人
R4目標

48,680 人

84/142



事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

計画
コード

事務事業名称
所属
名称

経費 成果

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

活動実績(R3)投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

現状の課題成果指標

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　池田　康徳

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　池田　康徳

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　池田　康徳

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　池田　康徳

5,070千円

0人

342千円

法定受託＋附加

あき地の雑草除去
指導事業

環境推進員活動促
進事業

事業の目的及び具体的な内容

S44～

ごみ減量・リサイクル・および地域での環境美化を推
進し、市民の環境保全に対する意識を高め、理解を
深めることにより、健康で潤いのある生活環境を作
る。

重要

100.0%

9,230千円
狂犬病予防法に基づき、狂犬病の発生、蔓延を防ぐ
ため、市内で飼育されている犬の情報を登録し、狂
犬病の接種状況を管理する。犬の鑑札および注射済
票の交付を行うとともに、所沢狂犬病予防協会や市
内動物病院と連携して集合狂犬病予防注射や注射
済票仮交付を行うことで、予防注射接種率の向上を
図っている。

1.13 人

76.8%

100.0%

会年職
員等

1人

会年職
員等

1人

R3目標 R3実績

70.1%

期間 1.20 人 R4目標

H12～ 9,576千円

R3その他職員
従事割合

狂犬病予防法

犬の登録・狂犬病予
防注射管理事業

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

R3正規職員
人件費

R2正規職員
人件費

R3年度に改善した点

狂犬病予防法に犬の所有者は狂犬病予防注射
を毎年１回受けさせなければならないとなってい
る。

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、
感染対策を講じた上で、集合狂犬病予防
注射を実施した。接種率の向上を図るた
め、市内動物病院と提携して実施している
注射済票仮交付の期間を延長した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

接種率の向上及び飼い主のマナー向上に
ついて、より効果がある方法を研究する。

R3目標値が未達成の理由・分析

犬の死亡届の未提出や、狂犬病予防注射を摂
取しても注射済票の交付手続を行わない飼い主
がいるため、制度の周知・啓発活動が必要であ
る。

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

所沢狂犬病予防協会や市内動物
病院と連携して集合狂犬病予防注
射や注射済票仮交付を行い、犬の
飼い方教室の開催や広報による啓
発活動などの実施により、ある程
度の結果は残せたが、７割の接種
率だったため。

①新規登録枚数

②登録頭数

③注射済票交付枚数

狂犬病予防注射接種率

R2実績R2目標

100.0%

①1,515枚

②15,038頭

③11,542枚

444
生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

20,494千円

2,953千円

14,250千円

R3正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み100%

令和３年度から本橋清掃へ委託したが、今
後も安定した業務サービスができるように
努める。会年職

員等

①くみ取り件数

②くみ取り量

③くみ取り手数料

R4目標

くみ取り作業への苦情もなく、目標は達成され
た。

R2その他職員
従事割合

0人

100%

R3目標

R2実績

100%S46～

会年職
員等

0人
100%

100%

3,186千円

R3その他職員
従事割合

0.39 人

R3実績
①785回

②1,974,100ℓ

③1,184,460円

R3年度に改善した点

衛生側面からの納得度
(くみ取り件数－くみ取り作業への苦情件数)÷く
み取り件数

現状のとおり。

R2目標

成果指標の目標は達成しており、
継続的な成果が得られている。

指標名

R3目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

A444
生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

所沢市一般家庭生活廃水くみ取りに関する条例

自治事務

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

法定受託事務

444

下水道未整備地区で生活廃水の吸込槽が機能低下
によりあふれてしまうことを防ぐため、たまった生活廃
水のくみ取りを行うことにより、周辺の衛生的な生活
環境を保持する。

一般家庭生活廃水
くみ取り事業

重要

期間

所沢市あき地の雑草除去に関する条例

法定受託事務

生活
環境
課

実施計画ランク

法定受託＋附加

16,439千円 100%

所有者の理解や協力がなければ改善が進
まないため、粘り強く土地所有者に訴えか
けていくことに努める。

あき地が適正に管理されずに雑草が繁茂すると、火
災、犯罪の発生、害虫の発生、ゴミの不法投棄など
の原因になることから定期的にあき地の雑草繁茂状
況を調査し、繁茂状況により土地の所有者（管理者）
に対し、雑草の除去を行うよう指導する。

82.8%

年々高齢化や金銭的理由等により
あき地の除草を行うことができない
所有者が増えているなかで、一定
の実績をあげることができた。

2.04 人

R4目標

会年職
員等

R3その他職員
従事割合

R3年度に改善した点

数値

R2目標

78.0%

改善が見られない土地所有者に対し、自
宅を訪問したり、再三電話をかけて、改善
指導を行った。

指標名

R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

100%
B

高齢化や金銭的理由等であき地の除草作業を
行うことができない所有者がいる。

R3目標 R3実績

改善箇所÷指導箇所

100%

一
般

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

1,120千円
①指導箇所

②改善箇所

③改善率R2その他職員
従事割合

16,663千円
①58箇所

②48箇所

③82.8％

事業の種別

重要 自治事務

H8～ 6,145千円

期間 0.77 人

R3年度に改善した点

以前の生活に戻れば各地区独自の活動を
進めるよう、情報提供を行うとともに、環境
美化の日、歩きたばこ等防止啓発キャン
ペーン、環境講演会などの全地域対象の
事業の参加者の増加に努める。

環境推進員それぞれが２ヶ月に１度程度の活動
を行うと期待したもの 現状のとおり。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R3目標

6回

R4目標

C

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 12,912千円

目標設定の考え方・根拠

環境推進員は、市の環境政策と連
携した活動として、ごみ減量・リサ
イクル・地域での環境美化活動な
どを推進している。令和３年度もコ
ロナ関係でほとんどの活動が中止
されたため、これまでのような活動
実績は残せなかったが、活動が行
えるよう工夫が必要である。

R3実績

3.0回

R3目標値が未達成の理由・分析R2実績

1.9回

新型コロナウイルス感染症の関係で、「環境美化
の日」一斉清掃以外の活動がほとんど中止と
なった。

所沢市環境推進員設置要綱 12,750千円

指標名

R2目標

環境推進員1人あたりの活動回数
①委嘱人数

②事業参加延べ人数

R2予算現額 R2決算額

12,307千円

R3予算現額

444
生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.73 人

根拠法令

どのように貢献したか

実践的活動により、環境保
全に対する関心と理解が
深まった。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

４．質の高い
教育をみん

なに

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

土地所有者の協力により
目的を達成した。

どのように貢献したか

狂犬病予防注射の接種率
を向上させることで、狂犬
病の発生を防止した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

６．安全な水
とトイレを世

界中に

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

どのように貢献したか

生活廃水を適正処理する
ことにより、地下水や河川
水の汚染を防止した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

6回

6回

R2予算現額 R2決算額

R3決算額（見込み）

11,350千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

667千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

①1,089人

②3,248人

会年職
員等

0人

5,963千円

会年職
員等

0人

1,206千円

R2予算現額 R2決算額

10,807千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

2.06 人
0人

会年職
員等

R3正規職員
人件費

R2正規職員
人件費

19,154千円

R2予算現額 R2決算額

R3予算現額 R3決算額（見込み）

5,192千円

0.37 人

3,714千円

R2その他職員
従事割合

4,446千円
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事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

計画
コード

事務事業名称
所属
名称

経費 成果

事業概要（全体）

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

活動実績(R3)投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

現状の課題成果指標

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　池田　康徳

項目名

□ ■ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

R2決算額

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R3決算額（見込み）

1.27 人

重要 自治事務 法定受託事務

事業の目的及び具体的な内容

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

条例施行後、路上喫煙率の推移をみると
一定の効果は上がっており、喫煙マナーの
向上も図られているが、一部喫煙マナーが
守られていない状況があることから、職員
によるパトロールを行い、条例違反者への
声かけを実施していく。

概ね条例の内容は周知され、喫煙
者のマナーも向上していると考えら
れるため。

①駅前キャンペーン実施個所

②路面シートの貼付枚数

③歩きたばこ等防止パトロール
実施回数

所沢駅西口指定喫煙所のスペースを拡張
するために、３基ある灰皿のうち１基を撤去
した。

0.08%

R3目標

0%

R3年度に改善した点

0%

R4目標

10,135千円

R2その他職員
従事割合 A

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

市内4カ所（主な駅前）の平均路上歩行者喫煙率
（成人歩行者に対する歩行喫煙者の割合）

条例を周知し、遵守することで危険、迷惑な歩き
たばこや路上喫煙行為をなくすため、目標は違
反者が０パーセントであること。

R3実績

R2目標 R2実績

条例制定前は2.19パーセントであった歩行喫煙
率がほぼ10分の1となっており、条例の周知は進
んでいると考えられるが、マナーを守らない喫煙
者が少数見受けられる。

目標設定の考え方・根拠

①コロナ関係で中止

②40枚

③14回

0.06%

R3目標値が未達成の理由・分析

指標名

444
生活
環境
課

期間

危険、迷惑な歩きたばこ、ポイ捨てをなくし、喫煙者
のマナー向上を図るため、キャンペーン、パトロール
等による条例の周知啓発活動を実施するとともに、
喫煙禁止地区での禁煙を徹底するため、路上喫煙禁
止地区内の路面シートの貼付や指定喫煙所の維持
管理を行う。

一
般

H18～

歩きたばこ等防止啓
発事業

実施計画ランク 事業の種別

所沢市歩きたばこ等の防止に関する条例

1.14 人

R2予算現額

R2正規職員
人件費

4,484千円

根拠法令

法定受託＋附加 5,526千円

市内10地点の測定を12回/年から4回/年、
土壌仮保管場所の測定を4回/年から2回/
年に変更し、事務削減を行った。

R3年度に改善した点

放射性物質による
環境汚染の監視・対
処事業

R2目標 R2実績

R3目標

市による定期測定を継続し、その結果を公
表することで、市民の安全安心の確保に努
める。また、点検、校正を行った測定器の
貸出を継続する。

100.0%

100.0% 100.0%

R4目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,512千円 ①市内10地点での測定回数
1地点・1回/３ヶ月

②保管場所×２回/年

③市ホームページ、各まちづく
りセンターにポスター掲示

A

成果指標の目標値を達成している
ため、一定の成果を上げられてい
ると考える。

目標達成済

①継続的な空間放射線量測定

②除染土壌仮保管場所定期測
定

③測定結果公表

市民生活における空間放射線の影響の確認の
ため市内10地点での測定を指標とした。

指標名

100.0%

R3実績

目標設定の考え方・根拠

-

市内の放射線量を定期的に測定し、その結果等の情
報を市民に公表するとともに、市民への測定器貸出
や相談などの対応を行う。
また、放射線に係る環境汚染の実態を継続的に把握
することで、市民の不安を軽減するための根拠資料
とする。

140千円

131千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額

0.42 人

100.0%

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

0.43 人

117千円

調査実施率
（測定数/調査数×100）

一
般

法定受託＋附加

445
環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容

期間

重要

根拠法令

H23～

国や県への調査結果の報告に用いている
環境支援システムの改修を行い、これまで
生じていた不具合を解消した。

100.0%

①19検体

②19検体

③

R3目標

3,352千円

0.37 人

目標達成済

R3実績

R4目標
会年職
員等

引き続き定められた測定の精度を維持し、
今後も常時監視を継続する。

100.0% 100.0%

毎年、成果指標の目標値を達成し
ているため。

R3年度に改善した点

R2目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名

埼玉県の実施計画で、大気：3地点を4回/年、河川水・
底質：各2地点を1回/年、土壌：2地点を1回/年、地下
水：1地点を1回/年の年19検体が測定数として定めら
れているため、すべての項目を市で実施することを目
標として設定している。

事業の目的及び具体的な内容
ダイオキシン類によ
る汚染状況の常時
監視事業（大気、水
質及び土壌等）

目標設定の考え方・根拠

A

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務

2,398千円

①調査検体数

②調査計画検体数

③

445
環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

期間

H9～

　大気については埼玉県が定めたダイオキシン類大
気常時監視実施計画に基づき、河川水についてはダ
イオキシン類対策特別措置法に基づく常時監視（公
共用水域）実施計画に基づき、また、土壌・地下水に
ついては地下水質測定計画に基づき、ダイオキシン
類にかかる環境調査を行う。また、ダイオキシン類に
よる大気・水質・土壌等の汚染状況を常時監視し、ダ
イオキシン類による汚染対策に係る施策の基礎資料
とする。

ダイオキシン類対策特別措置法

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

パトロール等の実施で条例
の効果が高まり、受動喫煙
防止にもつながった。

どのように貢献したか

ダイオキシン類の環境調査
で大気の状況を把握するこ
とにより、環境施策の参考
となった。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

空間放射線量の測定と公
表を行うとともに、測定器
の貸し出し体制を整えてお
くことで、市内放射線量の
現状について市民周知に
努めた。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

R2決算額

4,876千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

0人

3,979千円

0%

9,312千円

R2予算現額 R2決算額

2,400千円2,438千円

調査実施率
（有効調査検体数/調査計画検体数×100）

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2実績

100.0% 100.0%

3,022千円

R2その他職員
従事割合

0.54 人

4,309千円

会年職
員等

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

2,229千円

302千円

R3予算現額
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